
令和７年度９月補正予算（第３号）の概要（一般会計）
（千円）

No. 款 目
予算書
ページ

区
分
別
紙

事業名 事業内容 補正理由・効果等

4,400 既定予算：0

国

県

市債 4,400

基金

その他特財

0

289,000＋税 既定予算：

国

県

市債

基金

その他特財

289,000＋税

88,000 既定予算：2,404,412千円

国

県

市債 75,800

基金

その他特財

12,200

3,650 既定予算：16,284千円

国

県

市債

基金

その他特財

3,650

補正額・財源

危機管理課

補正額

一般財源

環境課

債務負担設定額

一般財源

補正額

一般財源

補正額

一般財源

特
定
財
源

特
定
財
源

特
定
財
源

特
定
財
源

1
消
防
費

災
害
対
策
費

23
新
規

全国瞬時警報シス
テム整備事業

　令和6年度には新型受信機が販売されておらず，
販売開始のこの時期に金額を把握したため。

　国から，全国瞬時警報システム（Jアラート）の更新実施通知があり，
システム更改に対応可能な新型受信機を整備する。

【事業費内訳】受信機整備委託料　4,400

2
衛
生
費

清
掃
総
務
費

4
【債務負担行為】
資源化物収集運搬
事業

　令和8年度からの収集に向けて，契約締結後に準
備研修期間として，車両発注，作業員雇用，コー
ス把握，作業内容の確認等が必要なことからこの
時期に補正要求し，指名競争入札を行うため。

　令和8年度からの資源化物収集運搬事業者を選定するため，債務負担行
為を設定する。

【期間】令和7年度から令和12年度
【限度額】289,000千円に消費税及び地方消費税を加算した額

3
衛
生
費

清
掃
総
務
費

19
西部衛生施設組合
負担金

　西部衛生施設組合において補正予算が議決され
たため。

　西部衛生施設組合の焼却場建設事業費の増に伴い，構成団体負担金を追
加する。

【事業費内訳】負担金　88,000

4
衛
生
費

塵
芥
処
理
費

19
笠岡市指定ごみ袋
作成事業

　来年度使用する指定ごみ袋の作成であることか
ら，9月補正予算議決後ただちに入札をする必要が
あるため。

　世帯構成によって多くのごみ袋が配布されることとなり不公平感が生じ
ていることから，世帯間の公平性を確保し，ごみの減量化を進める為，ご
み袋の配布枚数見直しを行う。
　また，より小さい容量のごみ袋を求める声があることから，新たに可燃
10リットルの規格を用意する。

【事業費内訳】消耗品費　3,650

1

1



No. 款 目
予算書
ページ

区
分
別
紙

事業名 事業内容 補正理由・効果等補正額・財源

3,540 既定予算：

国

県

市債

基金

その他特財

3,540

520 既定予算：

国

県

市債

基金

その他特財

520

140 既定予算：

国

県

市債

基金

その他特財

140

27,900 既定予算：148,400

国

県

市債

基金

その他特財

27,900

補正額

一般財源

長寿支援課

補正額

一般財源

補正額

一般財源

建設管理課

補正額

一般財源

特
定
財
源

特
定
財
源

特
定
財
源

特
定
財
源

5
衛
生
費

し
尿
処
理
費

19
新
規

し尿収集車修繕料 　修繕に発注から約半年を要するため。
　島しょ部のし尿収集車のタンクが破損したため，タンク積み替えによる
修繕を行う。

【事業費内訳】修繕料　3,540

6
民
生
費

老
人
福
祉
費

15
新
規

大島海の見える家
空調改修事業

　主に高齢者のサロン活動等の施設利用時に，熱
中症予防等の安全衛生面からも支障があり，早急
に改修する必要があるため。

　大島海の見える家の調理室に設置されている空調が老朽化により故障し
たことに伴い，緊急的に改修工事を実施する。

【事業費内訳】空調改修工事費　520

7
民
生
費

老
人
福
祉
施
設
費

15
新
規

補償金
　更正の請求等にかかる税理士への費用がこの度
確定したため。

　老人福祉センター（いきいき交流センター）管理委託料の消費税過払い
分に関する更正の請求等にかかる税理士への費用を，市と社会福祉協議会
で折半し負担する。

【事業費内訳】補償金140
【参考】消費税過払による返還金（諸収入）
　　　　一般会計　　　　　　　2,037（社会福祉協議会）
　　　　介護保険事業特別会計　　 37（シルバー人材センター）
　　　　※シルバー人材センターについては税理士費用なし

8
土
木
費

道
路
維
持
費

21 道路維持事業

　財政健全化プランに基づき，修繕の優先順位付
けや直営での対応等により，費用の節減に努めて
いるが，労務単価の上昇などによる工事単価の増
加や，早急な対応が必要なものが数多く発生して
おり，事業費が不足する見込のため。

　適正な道路維持の管理と通行の安全性を確保するため事業費を追加す
る。
【事業費内訳】　道路維持修繕工事費　24,970  
　　　　　　　　道路維持修繕委託料　 1,430
　　　　　　　　道路草刈清掃委託料　 1,500

2
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No. 款 目
予算書
ページ

区
分
別
紙

事業名 事業内容 補正理由・効果等補正額・財源

12,000 既定予算：216,250

国

県

市債

基金

その他特財

12,000

600 既定予算：

国

県

市債

基金

その他特財 600

0

43,085 既定予算：

国

県

市債

基金

その他特財

43,085

39,684 既定予算：

国

県

市債

基金

その他特財

39,684

補正額

一般財源

教育総務課

補正額

一般財源

学校教育課

債務負担設定額

一般財源

債務負担設定額

一般財源

特
定
財
源

特
定
財
源

特
定
財
源

特
定
財
源

9
土
木
費

道
路
新
設
改
良
費

21
篠坂スマートＩＣ
アクセス道路等整
備事業

　6月までの地元協議の結果，工事の影響を受ける
篠坂地区の約10世帯に対して，工事に先んじた住
居の二重サッシ設置等を行う必要があるため。

　工事着工や道路整備後に発生する恐れのある振動や騒音などの影響があ
る地区住民に対して，住居の二重サッシ設置費の補償などを行う。

【事業費内訳】　街灯撤去工事費　　　　　　　 200
　　　　　　　　市道舗装撤去工事費　　　　　 300
　　　　　　　　二重サッシ設置補償費　　　10,000
　　　　　　　　集会所エアコン設置補償費　 1,500

10
教
育
費

事
務
局
費

25
こども教育振興基
金積立金

　寄附金を基金に積み立て，学校図書の蔵書の充
実や学校教育活動等の充実を図る事業の実施に役
立てるため。

　指定寄附により受納した寄附金をこども教育振興基金へ積み立てる。

【寄附者】（有）松尾　　　　　100
　　　　　武田耳鼻咽喉科医院　500
【事業費内訳】　積立金　600

11
教
育
費

教
育
振
興
費

4
【債務負担行為】
外国語指導助手配
置事業

　令和8年度に小中学校に配置予定の外国語指導助
手(ALT)の派遣業者を事前に選定する必要があるた
め。

　令和8年度の小中学校に配置予定の外国語指導助手（ＡＬＴ）の派遣業
者を選定するため，債務負担行為を設定する。

【配置予定数】　8名
【限度額】　 43,085
【期間】　令和7年度から令和8年度

12
教
育
費

教
育
振
興
費

4
【債務負担行為】
ＩＣＴ支援員配置
事業

　令和8年度に小中学校に配置予定のICT支援員の
派遣業者を事前に選定する必要があるため。

　令和8年度の小中学校に配置予定のＩＣＴ支援員の派遣業者を選定する
ため，債務負担行為を設定する。

【限度額】　39,684
【期間】　　令和7年度から令和8年度

3
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No. 款 目
予算書
ページ

区
分
別
紙

事業名 事業内容 補正理由・効果等補正額・財源

500 既定予算：

国

県

市債

基金

その他特財 500

0

500 既定予算：

国

県

市債

基金

その他特財 500

0

生涯学習課

補正額

一般財源

補正額

一般財源

特
定
財
源

特
定
財
源

13
教
育
費

市
民
会
館
費

27
市民会館展示用備
品更新事業

　寄附金を早急に事業に活用するため。
　文化振興事業への指定寄附に伴い，事業費の追加を行う。

【寄附者】　光枝旭翠氏　
【事業費内訳】市民会館展示用備品購入費　500

14
教
育
費

カ
ブ
ト
ガ
ニ
博
物
館
費

27
カブトガニ博物館
運営事業

　寄附金を早急に事業に活用するため。
　カブトガニ博物館への指定寄附に伴い，事業費の追加を行う。

【寄附者】（有）せのお水産
【事業費内訳】カブトガニマイスター養成講座用消耗品費　302
　　　　　　　カブトガニ繁殖地保護看板板面修繕料　　　198

4

4



令和７年度９月補正予算（第３号）の概要（一般会計・物価高騰対策）
（千円）

No. 款 目 予算書
ページ

区
分
別
紙

事業名 事業内容 補正理由・効果等

6,400 既定予算：3,872千円

国 6,400

県

市債

基金

その他特財

0

26,280 既定予算：

国 26,280

県

市債

基金

その他特財

0

補正額・財源

まちづくり課

補正額

一般財源

こども育成課

補正額

一般財源

特
定
財
源

特
定
財
源

1
総
務
費

諸
費

13
拡
充
○

地区集会所施設整
備費補助金（物価
高騰対策）

　重点支援地方交付金の追加配分に伴う物価高騰
対策事業

　電気料金の高騰の影響を受けている住民自治組織を支援するため，集会
所の既存設備（照明・空調設備）を省エネ化するために必要な経費を補助
する。
【補助対象】
　集会所の改修（照明のLED化，空調設備の新設・更新）　
　※補助率1/2（小字名上限150万円，大字名上限200万円）
【事業費内訳】
　補助金　6,400（想定件数　20件）

【重点支援地方交付金】

2
民
生
費

児
童
福
祉
総
務
費
ほ
か

17
新
規
○

保育料・副食費補
助金（物価高騰対
策）

　重点支援地方交付金の追加配分に伴う物価高騰
対策事業

　物価高騰の影響を大きく受ける子育て世帯の生活を支援するため，保育
所，認定こども園等の3歳未満の保育料と，3歳以上の副食費を，5か月間
無償化する。　

【事業費内訳】子育て世帯支援事業補助金　26,280
【実施期間】令和7年11月から令和8年3月

【重点支援地方交付金】

5
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令和７年度９月補正予算の概要（特別会計）
（千円）

No. 款 目 予算書
ページ

区
分
別
紙

事業名 事業内容 補正理由・効果等

2,200 既定予算：0

国

県

市債 2,200

基金

その他特財

0

9,730 既定予算：20,000千円

国

県

市債

基金

その他特財

9,730

補正額・財源

国民健康保険真鍋島直営診療施設特別会計

補正額

一般財源

介護保険事業特別会計

補正額

一般財源

特
定
財
源

特
定
財
源

1

診
療
所
費

医
療
機
械
器
具
費

41
新
規

真鍋島診療所Ｘ線
画像診断システム
更新事業

　Ｘ線画像診断システムの不具合により整形外科
等の診療に支障が出ており，早急に対応する必要
がある。

　真鍋島診療所で平成24年3月に整備したＸ線画像診断システムが老朽化
により，撮影画像を描画するワークステーション部分に不具合が生じてい
るため，該当部分を更新する。

【事業費内訳】診療用備品購入費　2,200
　　　　　　　　Ｘ線画像診断システム
　　　　　　　　　ワークステーション本体及びクライアント端末

2

諸
支
出
金

償
還
金

55 償還金
　精算額が確定し，返還期日が令和7年10月15日の
ため。

　令和6年度支払基金交付金の精算に伴う返還金。

【返還先】　社会保険診療報酬支払基金
【事業費内訳】　償還金 9,730

6
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（単位：千円）

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

予算概要費目別ﾍﾟｰｼﾞ 5

会計名 一般会計 課名 まちづくり課

１ 事務事業の概要

事業名 開始年度 終了年度 歳出予算科目

款 項 目

総務費 総務管理費 諸費

２　事業の目的，現状と課題，事業実施の必要性等

３　具体的な実施内容

４　直接事業費の事業費内訳（積算根拠）

歳出費目 内容説明 算出方法 金額
負担金，補助及び交付金 地区集会所施設整備費補助金 平均320千円×20件 6,400

５　事業費及び財源の内訳 参考（予定）

事業費の計 6,400 0 0 0 0 6,400

負担金，補助及び交付金 6,400 6,400

特定財源の計 6,400 0 0 0 0 6,400

国庫支出金 6,400 6,400

一般財源 0 0 0 0 0 0

令和 7 年度補正予算概要　【別紙】

地区集会所施設整備費補助金（物価高騰対策） R７ 年度 R７ 年度

　地区集会所の照明・空調設備を省エネ化するために必要な経費を補助することで，電気料金の高騰の影響を受け
ている住民自治組織を支援するとともに，省エネ家電等の導入を促進することで二酸化炭素排出削減を進め，脱炭
素社会の実現に寄与する。

実施年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度
終期の設定

[令和　7年度]
トータルコスト実施項目 補助金

特
定
財
源

　地区集会所施設整備費補助金のうち，地区集会所の照明のLED化，省エネ性能の高い空調の新設・更新について
補助する。
　当該補助金は，交付後5年を経過するまでは新たに交付を受けることができないが，今回の物価高騰対策分につ
いては特例として申請可とし，補助下限も設けないこととする。
　・補助対象　照明のLED化，省エネ性能の高い空調の新設・更新にかかる工事実費
　・補助率　　1/2
　・補助上限　小字名上限150万円　大字名上限200万円

歳
出
費
目
内
訳

（
千
円

）

財
源
内
訳

（
千
円

）

1



（単位：千円）

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円
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会計名 一般会計 課名 こども育成課

１ 事務事業の概要

事業名 開始年度 終了年度 歳出予算科目

款 項 目

民生費 児童福祉費 児童福祉総務費ほか

２　事業の目的，現状と課題，事業実施の必要性等

３　具体的な実施内容

４　直接事業費の事業費内訳（積算根拠）

歳出費目 内容説明 算出方法 金額
負担金，補助及び交付金 令和7年11月～3月分の保育料・副食費 令和7年7月実績を基に算出

を無償化 ①私立こども園，事業所内施設，私立保育園

  保育料：対象者83人（3号認定）5か月分 13,753

  副食費：対象者285人（1・2号認定）5か月分 6,987

②公立認定こども園

  保育料：対象者23人（3号認定）5か月分 3,335

　副食費：対象者30人（1号認定）5か月分 450

　　　　　対象者78名（2号認定）5か月分 1,755

５　事業費及び財源の内訳 参考（予定）

事業費の計 26,280 0 0 0 0 26,280

負担金，補助及び交付金 26,280 26,280

特定財源の計 26,280 0 0 0 0 26,280

国庫支出金 26,280 26,280

一般財源 0 0 0 0 0 0

令和 7 年度補正予算概要　【別紙】

保育料・副食費補助金（物価高騰対策） R７ 年度 R７ 年度

　物価高騰の影響を大きく受ける子育て世帯の生活を支援するため，保育所，認定こども園等の3歳未満の保育料
と，3歳以上の副食費を，5か月間無償化する。

　保育所，認定こども園等に在籍している3歳未満児の保育料および3歳以上児の副食費について，令和7年11月か
ら令和8年3月分を無償化する。

実施年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度
終期の設定
[令和７年度]
トータルコスト実施項目

保育料・副食費
補助金

特
定
財
源

歳
出
費
目
内
訳

（
千
円

）

財
源
内
訳

（
千
円

）
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